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責任ある消費者の意志決定に関するデータ分析 

 

豊田尚吾1 
1．はじめに 

地球環境問題をはじめとして、社会の維持可能性に対する懸念が高まっている中、政府や NPO、

企業は、課題解決に資する行動を通じて、個々人の共存を可能にするような社会づくりに貢献する

よう求められている。同時に、社会への配慮や、責任を意識して意思決定や行動をする消費者が注

目されつつある。 
社会に存在する外部性などの問題は、環境税などの経済的施策や直接規制による非経済的施策を

利用して解決することが効果的であることはいうまでもない。とはいえ、社会のひずみが非常に大

きくなった場合には、そのような手段に加えて、消費者の行動に対する、啓発を通じた変化促進策

が一定の役割を果たすこともありえるだろう。 
そうであるならば、次節で述べるような、責任ある消費（倫理的消費）を実践する消費者の研究

は意味のあることだと考える。特に、本稿 3 節で紹介するように、損得勘定という経済原則を超え

た、社会や他者に対する配慮行動に関しては、意識はしても実行につながらないのが常である。従

って、その意識が行動につながるためにはどのようにすればよいのかといった検討は、今後の社会

課題の深刻化を展望すれば重要なテーマであると考える。 
そこで本稿は、責任ある消費（倫理的消費）を意識し、実践する消費者の、意志決定と行動に関

する構造分析を行う。具体的には態度（意図）と行動の、両方の要因を加味した行動理論モデルに、

実際の消費者・生活者の意識と行動のデータを当てはめ、その適否を確認する。それとともに、製

品別のデータによる実証結果の比較検討によって、責任ある消費（倫理的消費）行動を阻害するよ

うな要因についての検討をしたい。 
 
2．研究の背景と先行研究（責任ある消費者論） 

 2．1 責任ある消費者とは 

豊田（2008）では、社会の維持可能性への脅威に対し、塩野谷（2002）の、「倫理は社会におけ

る個々の対他関係にかかわって、個々人の間の対立を超えて、個々人の共存を可能にする規範であ

る」を基礎となる考えとした上で、「社会を構成する人々が共存するためのルールに即した消費」を

倫理的消費と定義し、論じた。 
 近年、類似の概念が様々な場面で利用されている。倫理的消費、あるいは ethical consume と表

現する者もあれば、企業の社会的責任としてのCSRと同じ文脈で、Consumer Social Responsibility
（消費者の社会的責任）としての CSR、あるいは Citizen Social Responsibility（市民の社会的セ

金）としての CSR を強調する者もいる。昨今、欧州では Responsible Consumer という言葉が普

及しつつあるため、以下、本稿では責任ある消費（あるいは消費者）という言葉でそれらを代表し

て論じることとする。 
その定義としては「社会を構成する人々が共存するためのルールに即した消費」を積極的に意識

し、実践する消費者、とする。実践の具体例としては、環境配慮型商品の購入、社会的に不遇な立
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場にある人の生活に資するような商品の購入、地域社会の活性化に貢献するような消費、社会的に

望ましくない商品に対する意図的な購買拒否、あるいは寄付的行動などを指す。 
 英国の Co-operative Bank が発行した The Ethical Consumerism Report 2008 では、フェアト

レードや有機栽培（製品）、グリーンエネルギー、公共交通の積極的利用、地産地消や SRI などが

取り上げられている。 
 
 2．2 消費者の意志決定と行動に関する先行研究 
消費者の意志決定と行動に関して、経済学は、消費者個人の持つ効用関数（選好）と与えられた

所得制約をもとに、当事者が効用最大化を行うと仮定する。その行動に、本人を取り巻く“社会”

が、どのような影響を与えるかに関しては、経済学の本来的な目的である均衡分析に対するノイズ

として捨象される（無視される）ことが多い。しかし、豊田（2008）で言及しているように、ヴェ

ブレン Veblen (1899)、ガルブレイス Galbraith (1958)、ライベンシュタイン Leibenstein (1950)、
ランカスターLancaster (1966)、サイモン Simon、カーネマン、トバルスキーKahneman and 
Tversky (1979)、セイラーThaler (1992)などが、主に個人の消費行動に着目し、社会との関わりに

関する論点を提供した。 
セン Sen (1982)や水谷(2005)、塩野谷（2002）や山脇（2002）は、厚生経済学他の観点から消費

の社会的側面について論じている他、消費者行動論では認知心理学などを応用して、ニコシア

Nicosia(1966)、ハワード・シェス Howard & Sheth (1969)、エンジェル・コラット・ブラックウ

ェル Engel & Blackwell (1982)を経て、ベットマン Bettman (1979)、 精緻化見込みモデル（ELM）

に至る、情報処理型の消費者行動モデルが提示されている。そこにおける（多）属性の一部に、社

会への配慮を組み込ませることは可能である。 
行動経済学、マーケティング、社会心理学など、様々な形で取り組まれている、フレーミングや

カテゴリー化、各種ヒューリスティクス、状況依存（文脈効果）、プロスペクト理論といった研究の

中には、注目すべきものが多い。特に、パーク、レッシグ Park & Lessig (1977)などの、自分とか

かわりの深い関係者（準拠集団）や、フェスティンガーFestinger (1957)の認知的不協和論は、社

会と個人の関係に焦点を当てたものとも言え、責任ある消費者の理解にも多くの示唆を与える研究

である。 
実際に操作可能な、意志決定、行動モデルとして、フィッシュバイン Fishbein & Ajzen(1975)の

熟慮行動理論(TRA: theory of reasoned action)および、Ajzen & Fishbein(2005)の計画行動理論

(TPB: theory of planned behavior)がある。広瀬（1994）の環境配慮行動の 2 段階モデルは、文字

通り環境に関する行動をとらえるモデルであるが、その他の社会配慮行動にも応用可能である。大

友・広瀬 Ohtomo & Hirose(2007)の環境配慮行動の二重動機モデルも同様である。これらのモデル

は本研究の問題意識に沿ったものであり、実証分析を行うに当たって、適切なモデルであると判断

し、次節において、データを利用した実際の分析に用いている。 
 
2．3 責任ある消費者の意識と行動に関するデータの確認 

 消費者は損得勘定に大きく影響を受けることは自明である。そのよう中で、社会の利益、社会に

対する配慮が消費影響を及ぼしうるのであろうか。本節では、その意識と行動について、アンケー

ト調査の結果をもとに確認する。 
 用いたデータは、大阪ガス株式会社 エネルギー・文化研究所が行った、「ライフスタイルに関す
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るアンケート 2008」である。調査概要は以下の通りとなっている。 
（ⅰ）調査方法：インターネットアンケート調査 
（ⅱ）実施主体：株式会社マクロミル 
（ⅲ）調査回答者：調査モニター4，991 名（性別、年齢 5 分類、居住地 5 分類に関して、 

国勢調査と構成が一致するよう、セル分けしている） 
（ⅳ）実施時期：2008 年 3 月 
 この調査の結果によって、以下の事実が確認できた。 
 
ⅰ.責任ある消費（倫理的消費）に対する関心は一定程度確認され、特にエネルギーを含めた環境問

題への関心は強い。（図 1）             図 1 

 
ⅱ.採算面でも競争力を持ちつつあるハ

イブリッドカーなどにとどまらず、追加

的な支出を伴うカーボンオフセット商品

や、生活困窮者に対する支援に対しても

かなりの程度の関心や賛同が見られる。

（図 2、図 3、図 4） 
 
ⅲ.一方で、そのような消費財への支出に

関しては、エコバッグなど、簡単に実行

可能な財以外は、実際に購入した経験の

ある者はいずれも数％に止まっている。2 
（図 5） 
 
 
 

図 2                      図 3 

 

                                                  
2 より詳細な内容は豊田（2008）で論じている。 

以下の事柄についてどの程度関心がありますか。

19.1

20.4
12.2

7.6
6.3

3.6
1.6

2.3
2.1

19.3
27.3

9
3.9

46.8

45.2
41.6

39.1
31.4

19.6
12.8

18.1
18.9

47.2
46.4

30.6
17.3

20.6

25
33.5

38.2
45.8

44.1
56.3

48.2
53.8

21.8
18.9

41.7
56.3

11.2

7.7
10.6

11.8
13.1

25.6
21.9

24.1
19.3

8.8
5.7

15
16.6

2.3

1.7
2.2

3.2
3.4

7.2
7.4

7.3
5.9

2.8
1.6

3.8
5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭用太陽光発電

クチコミ

SRI(社会的責任投資）

ソーシャルキャピタル

カーボンオフセット旅行

エコバッグ

ビッグ・イシュー

非常に関心がある 関心がある どちらともいえない

あまり関心はない 全く関心がない

ハイブリッド自動車（プリウスなど）について、どのように思っていますか。
「利用したい（している）/利用したくない」のいずれかをお選びいただき、
そう考える理由をお選びください。

(n = 4991)

54.6

6.3

7.4

29.4

0.6

1.1

24.9

6.8

8.2

0.5

7.4

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

環境への負荷が低減できる

自分のステイタスになる

自分のライフスタイルに合っている

経済的に有利である

勧められたから

その他【　　　】

値段が高い

元が取れない（初期投資が回収できない）

今ある車種の機能や性能、デザインに魅力がない

知り合いが持っているので、まねをしたくない

そもそも車自体を持つ気がない

その他【　　　】

利用したい

３３７８人

利用したくない

１６１３人

カーボンオフセット型旅行（ツアー）とは、行程でバスなどから排出されるCO2(=カーボン)を、
植樹によって埋め合わせる(=オフセット)取り組みのことです。
カーボンオフセット型旅行（ツアー）に参加してみたいと思いますか。
「参加してみたい/参加したくない」のどちらかをお選びいただき、そう考える理由をお選びください。

(n = 4991)

17

21.5

10.9

16.7

14.4

0.6

6.3

8.2

15

18.9

19.4

4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

旅行は環境に負荷を与える面があり、その費用を払うべきだか

ら

追加費用が、それほど多額ではないから

植樹はイベントとして興味があるから

自然エネルギー発電を支援したいから

参加することで、勉強になりそうだから

その他【　　　】

自分に何の得もないから

環境保全効果が小さいから

自己満足にすぎないから

旅行の楽しみと、環境配慮は切り離して考えればよいと思うから

とにかく興味がない

その他【　　　】

参加したい

２３７４人

参加したくない

２７１４人



 4

 
図 4 

            図 5 

 
 
 
3．行動理論モデルを用いた共分散構造分析 

 3．1 行動理論モデル 

 前節で見たように、消費者は責任ある消費（倫理的消費）に対して、関心と肯定的評価は与えな

がらも、実際に自ら積極的に購入するといった、消費行動に反映させていない。外部不経済性の解

消の方法として、責任ある消費にコミットする消費者の増加が望ましいとすれば、その原因と解決

策の導出は、研究に値するテーマと考える。 
 同様の問題への取り組みは既になされていて、大友（2008）は、環境配慮行動という問題に対し

て、態度と行動の不一致に関する分析を行っている。本研究では、前節（2．2）でも述べたように、

この接近方法が責任ある消費（倫理的消費）一般に対しても適応可能だとの考えのもと、同様のモ

デルを用いて実証分析を行った。 
 具体的には Ajzen, I. & Fishbein, M.(2005)の計画的行動理論モデル、広瀬（1994）の環境配慮

行動の 2 段階モデル、Ohtomo & Hirose(2007)の環境配慮行動の二重動機モデルを採用した。これ

らのモデルにデータを適用させることにより、責任ある消費（倫理的消費）に対する態度の形成と、

行動への展開を、構造的に把握することを試みた。加えて、行動に結びつく要因、あるいは行動を

阻害する要因を見つけ出し、処方箋を提示することにつなげることを意図している。 
 
 3．2 利用データ 

用いたデータは、大阪ガス株式会社 エネルギー・文化研究所が行った、「ライフスタイルに関す

るアンケート 2009」である。調査概要は以下の通りとなっている。 
（ⅰ）調査方法：インターネットアンケート調査 
（ⅱ）実施主体：株式会社マクロミル 
（ⅲ）調査回答者：調査モニター4，992 名（性別、年齢 5 分類、居住地 5 分類に関して、 

国勢調査と構成が一致するよう、セル分けしている） 
（ⅳ）実施時期：2009 年 3 月 
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 3．3 モデルの構造 

 3．1 で論じたように、3 つのモデルを利用して、実証分析を行った。豊田（2008）では、計画的

行動理論モデルを利用して、責任ある消費（倫理的消費）一般についてデータ分析を行ったが、①

利用データ（質問内容）の適切性が十分ではなかった、②実行可能性評価（知覚行動制御）要因が、

「行動」に影響を与えるパスが有意ではなく、納得性のあるモデルではなかった、③モデルの適合

性指標の値が十分高いとは言えなかった（フィットの程度が高くなかった）、④責任ある消費（倫理

的消費）を一つに纏めて分析してしまうことの妥当性に対する検討が不十分であった、といった難

点、課題を持っていた。 
 今回は、3 つのモデルに対して、9 つの責任ある消費（倫理的消費）事例を、別々に分析できる

ようデータを収集し、合計 3×9＝27 のモデルを作成して計算を行った。以下、3 つのモデルの構

造を簡単に確認する。3 
（ⅰ）計画的行動理論モデル（図 6） 

・ 消費行動の中心的要因として、行動意図（計画的で意図的な行動の動機）を設定し、それが実

際の行動を導く。 
・ 行動意図を形成する要因として、行動に対する態度（その消費行動に対する肯定、否定の評価）

と主観的規範（周りから期待されているか否かといった、社会的圧力の評価）の２つがある。 
・ 影響を与える別の要因として、実行可能性評価（実行することが容易か困難か）を想定。それ

は、動機（行動意図）と実際の行動両者に影響を与えると考える。 

図６　計画的行動理論モデル

行動に対する態度①

行動意図④ 行動※

主観的規範②

実行可能性評価③

 

 
（ⅱ）環境（社会）配慮行動の 2段階モデル（図 7） 

・ 態度の形成と、行動の動機形成にタイムラグがあると想定するモデル。基本構造として、はじ

めに目標意図（その消費に対する関心の高さといった、一般的な好ましさや疎ましさ）が形成

され、次に行動意図（既述）が形作られると考える。 
・ 目標意図に影響を与える要因として、リスク認知（関連する問題の深刻さの評価）、責任帰属認

知（自分の責任をどの程度感じるか）、対有効性認知（行動によって問題がどの程度解決に向か

うのかといった、有効性判断）の 3 つを考える。 
・ 行動意図に影響を与える要因として、便益費用評価（損得勘定）、社会規範評価（既述の主観的

                                                  
3 モデルに関する詳細は、大友（2008）参照。 
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規範に相当）、実行可能性評価（既述）の 3 つを考える。 
・ 目標意図が行動意図を形成、あるいは影響を与え、行動に至るプロセスをモデル化している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（ⅲ）環境（社会）配慮行動の二重動機モデル（図 8） 

・ 行動が、ⅰ、ⅱでも述べた目標志向型の意志決定部分と、状況依存型の意志決定部分とによっ

て構成されるモデル。目標志向型決定部分では、行動意図（既述）を中心概念とし、それに影

響を与える要因として主観的規範（既述）と目標意図（既述）の 2 つを考える。 
・ 状況依存型意志決定部分の中心となる概念は、行動受容（当該消費行動にコミットしなくても

許容される、批判されない）である。そしてそれに影響を与える要因として、プロトタイプ・

イメージ（消費行動にコミットしない人に対する人物評価。それほど悪いイメージがなければ

手を抜く要因となる）と記述的規範（周りの人がとっている行動に対する追従）の 2 つを考え

る。 
・ 行動意図は、消費行動を促進し、行動需要は抑制する要因として機能すると考える。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図７　社会配慮行動の2段階モデル

リスク認知⑤ 責任帰属認知⑥ 対処有効性認知⑦

目標意図⑧ 行動意図④ 社会配慮行動※

便益費用評価⑨ 社会規範評価② 実行可能性評価③

図８　社会配慮行動の二重動機モデル

プロトタイプイメージ⑩

行動受容⑫

記述的規範⑪

社会配慮行動※

主観的規範②

行動意図④

目標意図⑧
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 この 3 つのモデルに適用することを意図して設定した、責任ある消費（倫理的消費）財は以下の

9 つである。 
①太陽光発電パネルの購入 
②カーボンオフセット製品の購入 
③エコバッグの持参 
④ホームレス対策として発行されている雑誌（ビッグイシュー）の購入 
⑤ハンディキャップを持つ人など、社会的弱者の作った製品の購入 
⑥ボランティア預金 
⑦赤い羽根などの寄付行為（寄付も統計上は消費に分類される） 
⑧不祥事を起こすなど、社会的に望ましくない企業の製品の買い控え行動 
⑨責任ある消費（倫理的消費）一般（特に財を特定せず、消費時の社会配慮について聞く） 
 
4．分析結果と考察 

 4．1 分析結果 

 まず、プロトタイプとして提示された 3 つのモデル

に、入手したデータをそのまま組み込んだ。（3×9 タ

イプの財＝27 の計算を行った。）方法は共分散構造分

析（構造方程式モデル）で、各モデル（図 6～8）で用

いた変数（データ）は、付録として巻末に掲載してい

る。 
結果、各変数のパラメーターはほぼ 100％有意で、

モデル構造自体の妥当性は頑健であることは確認でき

たが、適合性（フィット）が悪く、例えば AGFI に関

して言えば、27 のモデル全てが 0．6 台であった。 
これでは十分な結果とはいえないので、①環境・エ

ネルギー配慮として、太陽光発電パネルの購入、②貧困問題への配慮として、ビッグイシューの購

入、③ボランティア預金、④企業倫理へのコミットとして、不祥事のあった会社製品の購入手控え、

⑤責任ある消費（倫理的消費）一般、以上、5 つの消費項目に対して、質問項目の有効性や、各因

子の独立条件緩和などの調整、つまりモデルのチューニングを行った（3×5 タイプの財＝15 の計

算）。                             

 結果として、計画的行動理論モデル

は 5 財全てのケースで AGFI が 0．9
以上となり、ほぼ適合性条件を満たし

た。環境（社会）配慮行動の二重動機

モデルも、AGFI で 0．9 とまではいか

なかったが、0．850～0．899 の範囲

内に収まった。環境（社会）配慮行動

の 2 段階モデルに関しては、AGFI で

0．878 を筆頭に、一定の適合性は確認

表1　実証分析結果

モデル名 χ2乗値 GFI AGFI RMSEA
太陽光発電パネル1 0.000 0.947 0.920 0.074
太陽光発電パネル2 0.000 0.852 0.820 0.080
太陽光発電パネル3 0.000 0.909 0.879 0.077
貧困問題1 0.000 0.945 0.917 0.076

貧困問題2 0.000 0.824 0.787 0.095
貧困問題3 0.000 0.922 0.899 0.072
ボランティア預金1 0.000 0.937 0.907 0.081
ボランティア預金2 0.000 0.892 0.870 0.070
ボランティア預金3 0.000 0.920 0.896 0.071

不祥事企業製品排除1 0.000 0.938 0.908 0.083
不祥事企業製品排除2 0.000 0.899 0.878 0.065
不祥事企業製品排除3 0.000 0.914 0.887 0.080
責任ある消費一般1 0.000 0.946 0.918 0.078
責任ある消費一般2 0.000 0.866 0.842 0.072

責任ある消費一般3 0.000 0.894 0.859 0.083

※モデル名末の番号は、1＝計画的行動理論モデル、
2＝社会配慮行動の2段階モデル
3＝社会配慮行動の二重動機モデルを表す

行動に対する態度

主観的規範

行動意図

実行可能性評価

行動

健全コミュニティ

e2

.87

成長促進

e3

.91

共生意識

e4

.83

世間期待

e9

.90

世間評価

e8

.94

オピニオンリーダー

e7

.43

余裕不足

e12

.73

費用大

e11

.75

積極的

e17

.82

条件付き

e18

.67

可能範囲

e19

.86

.26

.34

-.13
-.08

.47

e22

e21

管理権限

e16

.01

.33

.43

図 9 
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できたものの、他の 2 つのモデルと比べるとやや見劣りのする結果となった。 
 結果の概要は表 1 にまとめてある。総じて、モデルの適合性、妥当性が確認され、これをもとに

考察を行ってもよいと考えた。 
 参考までに「太陽光発電パネル１」のモデル（パス図と係数）を図 9 に表す。 
 
 4．2 考察 

 一定程度モデルの適合性という条件が満たされたため、各因子が他の因子にどのような影響を与

えているのかについて、標準化された係数を比較することで考察を行う。 
（1）計画的行動理論モデル（表 2） 

表2
行動に対する態
度→行動意図

主観的規範→
行動意図

実行可能性評価
→行動意図

実行可能性評価
→行動

太陽光発電パネル 0.26 0.34 -0.13 -0.08
貧困問題 0.26 0.51 -0.14 -0.15
ボランティア預金 0.23 0.48 -0.23 -0.23
不祥事企業製品排除 0.45 0.30 -0.13 -0.32
責任ある消費一般 0.42 0.32 -0.08 -0.12  

表の値は標準化された係数の値である。例えば行動に対する態度要因（構成概念）から行動意図（構

成概念）には、影響を与えるパスが有意に存在していて、標準化された係数の値が．026 であるこ

とを表している。（表 2 の太陽光パネルの係数 0.26,0.34,-0.13,-0.08 と図 9 の円内の数値から、図と

表の対応が確認できる） 
そこで行動に対する態度と主観的規範が行動意図に与える影響を見ると、各モデルで際だって大

きな差異は見られないが、貧困問題やボランティア預金などは、財そのものの評価よりは、そうあ

るべきとの規範要因が強く影響していることが分かる。 
 実行可能性が行動意図や行動そのものに与える影響を見ると、多くの場合で行動意図と行動その

ものに与える影響についてもそれほどの違いはない。不祥事企業製品に対しては、行動に直接影響

する数値が大きく、熟慮と言うよりは直感的な購入抑制につながっている可能性を示唆している。

（実行可能性については困難度を評価するような内容となっているため、係数がマイナスになって

いる） 
 行動意図から実際の行動への影響は、5 つの財でいずれも 0．4～0．5 の範囲に収まっており、

モデルの安定性、頑健性が伺える結果となっている。 
 
（2）社会配慮行動の 2段階モデル（表 3） 

 

 

 

 

図 10  
   
 
 
 

目標意図 行動意図

リスク認知

責任帰属認知

対処有効性認知 実行可能性評価

社会規範評価

便益費用評価

行動

社会リスク

e1

.71

倫理性欠如
e2

健全性喪失

e5

.56

他者責任

e6

.77 自己責任

e7

.88

率先取組

e8

自分行動

e11

.94

他者影響

e12

国家的影響

e13

.62

制度支援必要

e22

-.61

手軽重要

e23
費用大 e24

世間評価

e27

.83

世間期待

e28

.95

義務意識

e29

.55

余裕不足

e31
家族賛同

e32
時間余裕

e33

強力関心

e18

.70

倫理意志

e17

.95

貢献希望

e16

.94

身近取組

e38

.85

条件付き

e37

.67

積極的

e36

.80

.41

.06

.63

.12 .48

-.52
-.98

.96

.65

.20

.68

.22

.14

.07
.81

.69

e19

e39

e40

.54

.51

.61
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表3
リスク認知→
目標意図

行動意図→
目標意図

対処有効性認知
→
目標意図

目標意図→
行動意図

太陽光発電パネル 0.22 0.20 0.41 0.12
貧困問題 0.29 0.23 0.48 0.11
ボランティア預金 0.21 0.40 0.32 0.15
不祥事企業製品排除 0.13 0.29 0.46 0.21
責任ある消費一般 0.15 0.29 0.48 0.65

便益費用評価→
行動意図

社会規範評価→
行動意図

実行可能性評価
→
行動意図

行動意図→
社会配慮行動

太陽光発電パネル 0.06 0.14 0.63 0.48
貧困問題 0.25 0.17 0.49 0.43
ボランティア預金 0.04 0.33 0.57 0.41
不祥事企業製品排除 0.41 0.3 0.32 0.44
責任ある消費一般 0.28 0.18 0.17 0.41  

まず、図 10 は表 3 の一行目「太陽光発電パネル」のパス図および係数である（図の円内の数値

と表 3 の数値が対応していることが確認できる）。特徴的なこととして、責任ある消費（倫理的

消費）一般以外のケースではいずれも目標意図から行動意図に影響を与える係数が非常に小さい。

理念的なあるべき論は、一般論である責任ある消費（倫理的消費）論以外は大きく影響しないこ

とが伺える。 
 目標意図に与える影響では、多くの場合、対処有効可能性認知の影響が強く出ている。唯一、ボ

ランティア預金だけは責任意識がより強く影響している。これは（1）での確認とも整合的である。 
 行動意図に影響を与える要因では比較的実行可能性評価の影響力が強く出ている。逆に便益費用

要因が総じて低くなっており、係数も財によってかなりばらつきがある。これが大きな意味を持つ

のかもしれないが、むしろモデル構築上の問題点ではないかとの問題意識を持った。 
 行動意図から行動に至る係数は、（1）と同様に安定的である。これは（1）と同じデータを用い

ているので当然の結果でもある。 
 
 
 
         図 11 
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（3）社会配慮行動の二重動機モデル（表 4） 

表4
主観的規範→
行動意図

目標意図→
行動意図

プロトタイプイメー
ジ→行動受容

記述的規範→
行動受容

太陽光発電パネル 0.62 0.07 0.30 -0.29
貧困問題 0.62 0.18 0.26 -0.54
ボランティア預金 0.50 0.27 0.21 -0.24
不祥事企業製品排除 0.59 0.12 0.24 -0.40
責任ある消費一般 0.21 0.63 0.51 -0.29

行動意図→
社会配慮行動

行動受容→
社会配慮行動

太陽光発電パネル 0.42 -0.22
貧困問題 0.39 -0.16
ボランティア預金 0.40 -0.20
不祥事企業製品排除 0.44 -0.32
責任ある消費一般 0.40 -0.20  

まず、図 11 は表 4 の一行目「太陽光発電パネル」のパス図および係数である。行動意図に与える

影響について、責任ある消費（倫理的消費）一般以外は主観的規範要因が大きくなっている。目標

意図から行動意図へのパスが弱いことは（2）でも確認されている。 
 行動受容に与える影響については、各係数は比較的安定して影響している。特徴的なことして、

一般論として論じられている責任ある消費（倫理的消費）の場合はプロトタイプ・イメージがより

強く影響している、逆に貧困問題は規範的要因に影響を受けていることが挙げられる。これは（1）
とも整合的である。 
 実際の行動に与える影響について、行動意図が安定的であることは既述のこととして、抑制要因

としての行動受容も比較的安定して 0．2 前後の値をとっていることである。 
 
 以上の結果から、責任ある消費（倫理的消費）について、一般論だけでなく、個別の財について

考察することで、規範要因が強く影響しているといった新たな発見や問題意識を得た。一方で、各

モデルの比較検討では極端な差異が見られることはなく、責任ある消費（倫理的消費）という一つ

のカテゴリーとして分析に取り組んでいくことの妥当性が示唆されたのではないかと考えている。 
 実際に、このような財に対して、どこがボトルネックになっていて、どうすれば解消するかとい

った処方箋にどこまで貢献できるかは今後の課題であるが、いくつかの示唆は得たように思う。ま

ずは結果のより詳細な精査に取り組むべきと考える。 
 
5．結論と今後の課題 

 責任ある消費（倫理的消費）について、その定義を行い、アンケート調査のデータによる事実確

認を行った。関心は高いにもかかわらず、実際の行動にはなかなか至っていないという問題点を発

見した上で、態度形成と実際の行動の関係を構造的に把握することの必要性を主張した。 
 その方法として、既存の計画的行動理論モデル、社会配慮行動の 2 段階モデル、社会配慮行動の

二重動機モデルを当該分野に活用することを考え、実際にデータ収集と共分散構造分析を用いて実

証分析を行った。 
 結果として、モデルとデータの、一定程度の適合性を確認し、責任ある消費（倫理的消費）がこ

のような分析の対象となりうることを明らかにした。そして実際の係数の考察を行い、各財によっ

て、特徴が見られる一方で、極端な差異も見られないことから、責任ある消費（倫理的消費）が一
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つのカテゴリーとして分析対象になりうるのではないかとの結論に至った。 
 一方、課題としてはデータ分析の方法が考えられる。今回、データを同一の母集団と見なして、

実証を行ったが、約 5000 人の回答者の存在を考えた場合、様々なサブカテゴリーに分けられる可

能性もある。既に他のデータの検証によって、性別やライフスタイル別に、意識や行動が異なるこ

とを確認しており、他母集団のデータとして分析を行うことにより、より意味のある結果が得られ

るのではないかと考えている。 
 さらにモデルの設計も改善の余地がある。現状のモデルは必ずしも処方箋を明確に提供するもの

ではない。特に経済的意志決定部分の不完全さを補うよう、改善していく必要があると考える。 
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＜付録＞ 

 
実証分析（共分散構造分析）を行う

ためのデータ 
図 6～8 にある番号に対応して、

問題が表されている。全ての質問を

提示することは（スペースの関係で）

できないので、太陽光発電パネル消

費に関する質問を例として報告する。 
今、計画的行動理論モデルを利用

しようとすると、その構造方程式モ

デルのパス図は右図のようになって

いる。 
 例えば、構成概念としての「行動

に対する態度①」を規定するために用いた質問は以下の 5 つである。 
① 行動に対する態度 
・エネルギーの確保のためによいことだ 
・環境保全のためによいことだ 
・エコ産業の振興（経済力強化）のためによいことだ 
・光熱費節約意識を高めるために効果的だ 
・非常に関心を持っている 
これらの質問に対し、○そう思う、○どちらかといえばそう思う、○どちらとも言えない、○ど

ちらかといえばそう思わ

ない、○そう思わない、

の 5 件法でたずねた結果

を利用している。 
最後の行動に関しては、

当該消費財に関して、○

既に購入、設置している、

○既に購入、設置する計

画がある、○計画はない

が、購入、設置するつも

りだ、○今のところ、購

入、設置する計画はない

（状況次第）、○購入、設

置するつもりはない、の

5 件法でたずねた結果を

用いている。 
以下、同様であるので、

表にしてまとめた。 

V1

行動に対する態度

V2

主観的規範

行動意図

実行可能性評価

行動

維持可能性

V1

e1

1

1

健全コミュニティ

V2

e2

W1

1

成長促進

V3

e3

W2

1

共生意識

V4

e4

W3

1

関心

V5

e5

W4

1

義務

V10

e10

W8

1

世間期待

V9

e9

W7

1

世間評価

V8

e8

W6

1

オピニオンリーダー

V7

e7

W5

1

トレンド

V6

e6

1

1

場面遭遇

V15

e15

W12

1

余裕時間

V14

e14

W11

1

家族賛同

V13

e13

W10

1

余裕不足

V12

e12

W9

1

費用大

V11

e11

1

1

積極的

V17

e17

1

1

条件付き

V18

e18

W17

1

可能範囲

V19

e19

W18

1

W14

W15

W16
W20

W19

V22

e22

1

V21

e21

1

管理権限

V16

e16

W13

1

①行動に対する態度
エネルギーの確保のためによいことだ
環境保全のためによいことだ
エコ産業の振興（経済力強化）のためによいことだ
光熱費節約意識を高めるために効果的だ
非常に関心を持っている

②主観的規範
世の中の流れに沿っている
設置することを国が推奨している
設置することで世間から評価される
設置することを世間から期待されている
いつか設置することは義務だ

③実行可能性評価
利点と比較して費用が高すぎる
設置したいかどうか以前に、資金的な余裕がない
家族は賛成するはずだ
検討する時間はある
設置スペースがある
賃貸など、勝手に設置はできない

④行動意図
（無条件で）設置したい（したかった）
（障害がなければ）設置したい（したかった）
（現在の様々な制約の下でも）設置したい（したかった）
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社会配慮行動の 2 段階モデルについても同様である。 
パス図と質問項目を掲示する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤リスク認知
環境問題は、社会にとって対処すべき大きなリスク要因だ
エネルギー問題は、社会にとって対処すべき大きなリスク要因だ。
再生可能エネルギー技術が発展しなければ、人類はいずれ困難な状況に陥る
日本は環境、エネルギー問題への対処が遅れている
今のような世界の環境、エネルギー問題への対処では、人類はいずれ困難な状況に陥る

⑥責任帰属認知
環境問題深刻化については、私にも責任がある
エネルギー問題の深刻化については、私にも責任がある
環境・エネルギー問題には自分が率先して取り組むべきだ
環境・エネルギー問題解決には、日本の役割が大きい
環境・エネルギー問題対策については、できた法律を守るだけで十分だ

⑦対処有効性認知
自分が行動することが環境問題対策の第一歩だ
自分が行動することがエネルギー問題対策の第一歩だ
自分の環境・エネルギー対策行動が、人の行動にも影響を与えることができる
一人、一人の環境・エネルギー対策行動がいずれは国を動かす力になる
環境・エネルギー問題対策は、政治のトップダウンがなければ始まらない

⑧目標意図
私は環境問題対策に貢献したい
私はエネルギー問題対策に貢献したい
私は環境・エネルギー問題に強い関心を持っている

⑨便益費用評価
投資として考えて元がとれる
環境貢献しているという満足度を考えれば高くない
補助金などの制度的支援が不可欠
もっと費用が安くならなければ広がらない
利点と比較して費用が高すぎる（③の質問を利用）  
 

目標意図 行動意図

V1

リスク認知

V2

責任帰属認知

V3

対処有効性認知

V4

実行可能性評価

V5

社会規範評価

V6

便益費用評価

行動

社会リスク

V1

e1

1

倫理性欠如

V2

e21

倫理性考慮

V3

e3

W2

1

取組不十分

V4

e4

W3

1

健全性喪失

V5

e5

W4

1

他者責任

V6

e6

1

1

自己責任

V7

e7

W5

率先取組

V8

e8
1 コミュニティ取組

V9

e9

W7

自由取引

V10

e10

自分行動

V11

e11

1

他者影響

V12

e12
1

国家的影響

V13

e13

W10

連携必要

V14

e14

政治主導

V15

e15

互酬性

V20

e20

1

1

貢献満足

V21

e21

W18

1
制度支援必要

V22

e22

W19

1

手軽重要

V23

e23
1

費用大

V24

e24
1

トレンド

V25

e25

1

1 オピニオンリーダー

V26

e26

W22

1
世間評価

V27

e27

W23

1 世間期待

V28

e28

W24

1 義務意識

V29

e29

W25

1

余裕不足

V31

e31
家族賛同

V32

e32 時間余裕

V33

e33 場面遭遇

V34

e34

強力関心
V18

e18

W17

1
倫理意志

V17

e17

W16

1
貢献希望

V16

e16

1

1
身近取組

V38

e38

W35

1
条件付き

V37

e37

W34

1
積極的

V36

e36

1

W15

W31

W33

W36 W37

W21
W20

W12
W11

1

W9

1

1

1

W6

W14

W1

1

W13

W8

1

1

1

管理権限

V35

e35

W32

1

W30
W29

1

1

1

1

1

1
W27

W28

V19

e19
1

V39

e39

1

V40

e40

1
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最後に、社会配慮行動の二重動機モデルに関するパス図と質問を掲示する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 本文でも言及しているよう

に、このままだと、適合性が許

容範囲外となる。したがって、

質問項目の削除、各構成概念間の独立性の制約条件などを緩和して適合性指標を高める調整を行っ

ている。 

V1

プロトタイプイメージ

V2

記述的規範

V3

目標意図

V4

主観的規範

倫理意識

V1

e1

1

1

金銭余裕

V2

e2

W1

1

限定イメージ

V3

e3

W2

1

人物評価

V4

e4

W3

1

好印象

V5

e5

W4

1

取組限定

V6

e6

1

1

拡大傾向

V7

e7

W5

1

非難限定

V8

e8

W6

1

配慮増加

V9

e9

W7

1

関心増加

V10

e10

W8

1

トレンド

V11

e11

1

1

オピニオンリーダー

V12

e12

W9

1

世間評価

V13

e13

W10

1

世間期待

V14

e14

W11

1

義務意識

V15

e15

W12

1

貢献意向

V16

e16

1

1

倫理意志

V17

e17

W13

1

関心大

V18

e18

W14

1

行動受容

行動意図

現実的

V26

e26

W19

1

条件付き

V25

e25

W18

1

積極取組

V24

e24

1

1

多数条件

V19

e19

W15

1

別件関心

V20

e20

1

1

重要性否定

V21

e21

W16

1

無関心

V22

e22

W17

1

行動

W23

W22

W21

W20

W24

W25

V27

e27

V23

e23

1

1
V28

e28

1

⑩プロトタイプイメージ
設置している人は特別環境意識の高い人だ
設置しているのはお金に余裕があるからだ
設置しているからといってエネルギー問題に配慮している人とは限らない
設置する、しないで環境意識の高さは判断できない
設置しているというのは好印象を持つ要因になる

⑪記述的規範
設置している人は多くない
今後設置する家庭が多くなっていきそうだ
設置しないからといって周りから非難されることはない
環境・エネルギーに配慮する人が増えてきている
身の回りで関心を持つ人が増えてきている

⑫行動受容
周りの人の多くが設置し始めたら、関心を持つと思う
設置するお金があるなら、自分は他の用途に使う
自分にとって考慮するほどの重要事項ではない
深く検討したことがない


